
１、事業概要について

（１）学校の臨時休業に伴う利用者負担増加額の補助

令和２年２月２７日に示された小学校・中学校・高等学校・特別支援学校への一斉臨時休校（以下、
臨時休校）の要請に伴い、放課後等デイサービスの利用が増加することが考えられることから、増加
した利用者負担額（４月利用分から６月利用分まで）について、事業所が一時的に負担した場合に、
当該事業所に対し、負担した額を補助するもの。

【対象経費】
・報酬単価が平日単価から休日単価に切替わることによる利用者負担額増加額。
・サービス利用が増加したことによる利用者負担増加額。
・８時間の営業時間を超えてサービス提供した場合の延長支援に係る利用者負担増加額。

（２）電話等による在宅支援に係る利用者負担増加額の補助

臨時休校に伴い、放課後等デイサービス事業所が電話等の方法により、児童の健康管理や相談支援
などの可能な範囲での支援の提供を行った場合、その日の利用者負担額（４月利用分から６月利用分
まで）について、事業所が一時的に負担した場合に、当該事業所に対し、負担した額を補助するもの。

別紙



２、利用者負担増加額の算定方法について
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（１）学校の臨時休校により報酬単価等に影響がある日の算定方法
➀平日単価から休日単価に切替えた日 ⇒ 平日単価で算定（土日祝日は休日単価）
➁通常の利用予定日以外の日に利用した日 ⇒ 基本報酬及び基本報酬に付随する加算（児童指導員等加配加算など）は報酬算定しない
➂８時間の営業時間を超えて開所し、延長支援加算を算定した回数 ⇒ 加算の報酬算定しない

（２）電話等による在宅支援を行った日の取扱い
電話等による在宅支援を行った日 ⇒ 利用者負担は発生しないため基本報酬及び基本報酬に付随する加算は報酬算定しない

利用者１人ずつについて臨時休校に伴い報酬単価に影響があった場合の請求額（国保連請求額）と影響が
なかった場合の請求額を比較し、利用者負担増加額を算定する。

日
付

曜
日

サービス提供実績

備考サービス提供の
状況

提供形態 開始時間 終了時間
送迎加算 家庭連携加算 訪問支援加算

往 復 時間数 時間数

14 火 2 15:00 18:00 0 0 0 0 通所支援

15 水 2 15:00 18:00 0 0 0 0 通所支援

16 木 2 15:00 18:00 0 0 0 0 利用予定日以外の利用日

17 金 2 15:00 18:00 0 0 0 0 在宅支援

18 土 2 15:00 18:00 0 0 0 0 通所支援

合計 ０回 ０回 ０回

【４月の利用者負担増加額の算定例】

休日単価を平日単価で報酬算定

本来であれば利用していない日であるため報酬算定しない

在宅支援日の利用者負担は０円であるため報酬算定しない



３、利用者負担増加額の算定方法について
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請
求
額
集
計
欄

請求額

上限額管理後利用者負担額

決定利用者負担額

介護給付費等

4

円/単位9 0 円/単位 円/単位

4

日

9 6 1

日
合計

サービス利用日数 5 日

3 7

サービス種類コード 6 3
放課後等

デイサービス

摘要

6 3 1 9 7 1 07 4
給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコード 単位数

0

回数 サービス単位数

2 5 3

4 0 7

利用者負担額②

上限月額調整(①②の内少ない数)

調整後利用者負担額

0

日

7

4 6 0 0

0

4 6 0 0

0

00

04 60 04 6

5 4 0 7

0 7 45 4

１割相当額 5

総費用額 5 4

単位数単価 1 0 円/単位

給付単位数 4 9 6 1

9

3 22 3 2放デイ特定処遇改善加算Ⅰ 6 3 6

3 6

1

1

7 7

6 9放デイ処遇改善加算Ⅰ 6 3 6 6 2 1 3

5

7 52 1 5放デイ福祉専門職員配置等加算Ⅰ 6 3 5

7 7

5

5

4 9

5 5放デイ児童指導員等加配加算Ⅰ２・Ⅰ６ 6 3 4 0 5 5 1

放デイ３０・有資格Ⅰ６

3 4 52 1 5放デイ福祉専門職員配置等加算Ⅰ 6 3 5 4 9

5 7

請求額 介護給付費等

2 95 7

0

決定利用者負担額 2 9

0

上限額管理後利用者負担額 0

0

2 9 5 7

調整後利用者負担額

上限月額調整(①②の内少ない数) 2 9 5 7

5 7利用者負担額② 2 9

7 1

１割相当額 2 9 5 7

2 9 57 1総費用額 2 9 5

円/単位 円/単位円/単位

3

単位数単価 1 0 9 0 円/単位

2 7 13

日 日

給付単位数 2 7 1

合計
サービス利用日数 3 日 日

7

請
求
額
集
計
欄

サービス種類コード 6 3
放課後等

デイサービス

1 17 2 1 7

2 0 2

放デイ特定処遇改善加算Ⅰ 6 3 6 7

2 0 2 1

5

放デイ処遇改善加算Ⅰ 6 3 6 6 2 1

1 1 55 5 1 5 5

3 1 0

放デイ児童指導員等加配加算Ⅰ２・1６ 6 3 4 0

1 5 5 2

2

放デイ児童指導員等加配加算Ⅰ２・７ 6 3 4 0 4 6

1 7 43 7 7 4 2

1 2 4 2

放デイ３０・有資格1６ 6 3 1 9

6 2 1 23 1 5 2 3

給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数 摘要

放デイ２４・有資格１０ 6

報酬単価の影響がある場合の請求額 報酬単価の影響がない場合の請求額

・14日と15日は平日単価に修正
・16日と17日は報酬算定しない
・18日は土曜日のため休日単価
・児童指導員等加配加算、福祉
専門職員配置等加算については、
基本報酬算定日に応じて加算

臨時休校の影響がある場合の決定利用者負担額と影響がない場合の決定利用者負担額の差額を補助する。
４，６００円 － ２，９５７円 ＝ １，６４３円

※利用者負担増加額算定表を活用して算定してください。



４、注意事項
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２、以下の利用者については、「実績記録表」、「利用者負担増加額算定表」、「実績報告書」の提出又は記入
は必要ありません。

・利用者負担上限月額が０円の利用者。
・上限管理後利用者負担額が０円の利用者。
・算定の結果、利用者負担増加額が発生しない利用者。

３、利用者負担増加額の返金方法については、利用者への直接返金や次回利用者負担額から差し引くなどして対
応してください。

１、提出書類について

➀様式第１号申請書
➁実績記録表（事業所が保管している実績記録票の写し）
③利用者負担増加額算定表
➃実績報告書

➀～④までを提供月の翌々月末まで障害支援課まで用紙で提出。（郵送でも可能）


